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単元株制度採用の有無 無 　 　
　
１.　18年 9月中間期の業績（平成18年 4月 1日～平成18年 9月30日）
(1) 経営成績

　 売上高 営業利益 経常利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 18年 9月中間期 19,653 (  28.4) 2,508 (   4.0) 2,659 (   7.6)

 17年 9月中間期 15,307 (  74.6) 2,412 (  77.6) 2,471 (  79.6)

 18 年  3 月 期 33,962 (  55.6) 4,981 (  44.2) 5,153 (　47.2)

　

　 中間（当期）純利益 １株当たり中間（当期）純利益
潜在株式調整後

１株当たり中間（当期）純利益
　 百万円 ％ 円 銭 円 銭

 18年 9月中間期 1,475 (   5.6) 2,041 5 2,016 94

 17年 9月中間期 1,397 (  75.1) 1,933 34 1,910 67

 18 年  3 月 期 2,905 (  41.8) 4,020 88 3,973 26
(注) ① 期中平均株式数 18年9月中間期 722,700株 17年9月中間期 722,700株 18年3月期 722,700株
　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　 　 　
　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　
(2) 財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

 18年 9月中間期 26,609 12,979 48.8 17,959 36

 17年 9月中間期 18,164 10,356 57.0 14,330 78

 18 年  3 月 期 19,212 11,865 61.8 16,418 32
(注) ① 期末発行済株式数 18年9月中間期 722,700株 17年9月中間期 722,700株 18年3月期 722,700株

　 ② 期末自己株式数 18年9月中間期 ―株 17年9月中間期 ―株 18年3月期 ―株
　
　
２.　19年 3月期の業績予想（平成18年 4月 1日～平成19年 3月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
　 百万円 百万円 百万円

通期 45,367 7,156 4,186

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）5,793円8銭
　
　
３.　配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

　 中間期末 期末 年間

18年 3月期　 ― 500 500

19年 3月期（実績） ― ―
未定

19年 3月期（予想） ― 未定

　
　※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に
　　　不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異な
　　　る場合があります。　
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個別中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成17年9月30日)

当中間会計期間末

(平成18年9月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年3月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
(％)

金額（千円）
構成比
(％)

金額（千円）
構成比
(％)

（資産の部） 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 3,303,285 　 　 2,459,791 　 　 2,877,181 　 　

　２　売掛金 　 146,044 　 　 446,961 　 　 40,210 　 　

　３　たな卸資産 　 54,721 　 　 73,831 　 　 92,018 　 　

　４　その他 　 506,503 　 　 1,915,421 　 　 609,525 　 　

　５　貸倒引当金 　 △7,322 　 　 △12,432 　 　 △7,344 　 　

　　　流動資産合計 　 　 4,003,233 22.0 　 4,883,573 18.4 　 3,611,591 18.8

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 ※２ 6,418,182 　 　 6,934,310 　 　 6,518,483 　 　

　　(2) 構築物 　 1,316,016 　 　 1,594,866 　 　 1,347,680 　 　

　　(3) 土地 ※２ 107,507 　 　 3,309,607 　 　 107,507 　 　

　　(4) 建設仮勘定 　 1,575 　 　 661,734 　 　 16,072 　 　

　　(5) その他 　 442,712 　 　 593,252 　 　 540,657 　 　

　　　有形固定資産合計 ※１ 8,285,994 　 　 13,093,771 　 　 8,530,401 　 　

　２　無形固定資産 　 112,582 　 　 106,771 　 　 102,944 　 　

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 長期貸付金 　 1,755,629 　 　 1,487,759 　 　 1,697,321 　 　

　　(2) 差入敷金保証金 　 3,031,866 　 　 4,890,366 　 　 3,922,132 　 　

　　(3) その他 　 975,394 　 　 2,147,177 　 　 1,348,206 　 　

　　　投資その他の
　　　資産合計

　 5,762,890 　 　 8,525,304 　 　 6,967,661 　 　

　　　固定資産合計 　 　 14,161,467 78.0 　 21,725,847 81.6 　 15,601,007 81.2

　　　資産合計 　 　 18,164,700 100.0 　 26,609,420 100.0 　 19,212,598 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年9月30日)

当中間会計期間末

(平成18年9月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年3月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
(％)

金額（千円）
構成比
(％)

金額（千円）
構成比
(％)

（負債の部） 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　買掛金 　 1,627,437 　 　 1,898,766 　 　 1,852,659 　 　

　２　短期借入金 ※２ ― 　 　 7,172,167 　 　 ― 　 　

　３　１年以内返済予定
　　　長期借入金

※２ 1,530,666 　 　 916,666 　 　 1,346,666 　 　

　４　１年以内償還予定
　　　社債

　 50,000 　 　 ― 　 　 ― 　 　

　５　未払金 　 1,051,479 　 　 796,610 　 　 1,133,628 　 　

　６　未払法人税等 　 1,030,696 　 　 1,168,551 　 　 1,277,507 　 　

　７　前受金 　 1,397,072 　 　 1,169,181 　 　 1,012,203 　 　

　８　その他 ※４ 200,327 　 　 504,744 　 　 387,581 　 　

　　　流動負債合計 　 　 6,887,679 37.9 　 13,626,688 51.2 　 7,010,248 36.5

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 　 916,666 　 　 ― 　 　 333,333 　 　

　２　その他 　 3,500 　 　 3,500 　 　 3,500 　 　

　　　固定負債合計 　 　 920,166 5.1 　 3,500 0.0 　 336,833 1.7

　　　負債合計 　 　 7,807,846 43.0 　 13,630,188 51.2 　 7,347,081 38.2

（資本の部） 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 2,949,350 16.2 　 ― ― 　 2,949,350 15.4

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 2,895,550 　 　 ― 　 　 2,895,550 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 2,895,550 16.0 　 ― ― 　 2,895,550 15.1

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　任意積立金 　 314 　 　 ― 　 　 314 　 　

　２　中間（当期）未処分
　　　利益

　 4,511,639 　 　 ― 　 　 6,020,301 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 4,511,953 24.8 　 ― ― 　 6,020,616 31.3

　　　資本合計 　 　 10,356,854 57.0 　 ― ― 　 11,865,516 61.8

　　　負債資本合計 　 　 18,164,700 100.0 　 ― ― 　 19,212,598 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年9月30日)

当中間会計期間末

(平成18年9月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年3月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
(％)

金額（千円）
構成比
(％)

金額（千円）
構成比
(％)

（純資産の部） 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ― 　 　 2,949,350 11.1 　 ― 　

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 ― 　 　 2,895,550 　 　 ― 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 ― 　 　 2,895,550 10.9 　 ― 　

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　任意積立金 　 ― 　 　 209 　 　 ― 　 　

　　　　繰越利益剰余金 　 ― 　 　 7,134,122 　 　 ― 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 ― 　 　 7,134,332 26.8 　 ― 　

　　　株主資本合計 　 　 ― 　 　 12,979,232 48.8 　 ― 　

　　　純資産合計 　 　 ― 　 　 12,979,232 48.8 　 ― 　

　　　負債純資産合計 　 　 ― 　 　 26,609,420 100.0 　 ― 　
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成17年4月１日
至　平成17年9月30日)

当中間会計期間

(自　平成18年4月１日
至　平成18年9月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成17年4月１日
至　平成18年3月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
(％)

金額（千円）
百分比
(％)

金額（千円）
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 15,307,934 100.0 　 19,653,473 100.0 　 33,962,742 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 6,922,620 45.2 　 8,681,093 44.2 　 15,345,004 45.2

　　　売上総利益 　 　 8,385,314 54.8 　 10,972,379 55.8 　 18,617,738 54.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 5,972,865 39.0 　 8,463,459 43.0 　 13,636,086 40.1

　　　営業利益 　 　 2,412,449 15.8 　 2,508,919 12.8 　 4,981,651 14.7

Ⅳ　営業外収益 ※１ 　 77,914 0.4 　 176,470 0.9 　 204,172 0.6

Ⅴ　営業外費用 ※２ 　 19,304 0.1 　 25,753 0.2 　 32,461 0.1

　　　経常利益 　 　 2,471,058 16.1 　 2,659,637 13.5 　 5,153,363 15.2

Ⅵ　特別利益 ※３ 　 ― ― 　 520 0.0 　 ― ―

Ⅶ　特別損失 ※４ 　 ― ― 　 71,056 0.3 　 94,203 0.3

　　　税引前中間（当期）
　　　純利益

　 　 2,471,058 16.1 　 2,589,100 13.2 　 5,059,160 14.9

　　　法人税、住民税及び
　　　事業税

　 1,000,000 　 　 1,120,000 　 　 2,060,000 　 　

　　　法人税等調整額 　 73,831 1,073,831 7.0 △5,965 1,114,035 5.7 93,270 2,153,270 6.3

　　　中間（当期）純利益 　 　 1,397,227 9.1 　 1,475,065 7.5 　 2,905,890 8.6

　　　前期繰越利益 　 　 3,114,411 　 　 ― 　 　 3,114,411 　

　　　中間（当期）未処分
　　　利益

　 　 4,511,639 　 　 ― 　 　 6,020,301 　
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③ 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自　平成18年 4月 1日　至　平成18年 9月30日）

　　（単位：千円）

　

株主資本

純資産

合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本

合計資本準備金
資本剰余金

合計

その他利益剰余金
利益剰余金

合計任意積立金
繰越利益

剰余金

 平成18年 3月31日残高 2,949,350 2,895,550 2,895,550 314 6,020,301 6,020,616 11,865,516 11,865,516

 中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　

　 剰余金の配当 ― ― ― ― △361,350 △361,350 △361,350 △361,350

　 中間純利益 ― ― ― ― 1,475,065 1,475,065 1,475,065 1,475,065

　 特別償却準備金取崩額 ― ― ― △104 104 ― ― ―

 中間会計期間中の変動額合計 ― ― ― △104 1,113,820 1,113,715 1,113,715 1,113,715

 平成18年 9月30日残高 2,949,350 2,895,550 2,895,550 209 7,134,122 7,134,332 12,979,232 12,979,232
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④ 中間キャッシュ・フロー計算書

　　　当社は、当中間会計期間から中間連結財務諸表を作成しているため、「中間連結キャシュ・フ

　　ロー計算書」については、中間連結財務諸表に記載しております。　
　

　 　

前中間会計期間

(自　平成17年4月１日

至　平成17年9月30日)

前事業年度の

要約キャッシュ・

フロー計算書

(自　平成17年4月１日

至　平成18年3月31日)

区分
注記

番号
金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

　１　税引前中間（当期）純利益 　 2,471,058 5,059,160

　２　減価償却費 　 328,355 724,770

　３　売上債権の増減額 　 186,631 △92,402

　４　仕入債務の増加額 　 318,656 543,878

　５　未払金の増減額 　 △52,357 384,719

　６　その他 　 △116,406 △171,140

　　　　小計 　 3,135,938 6,448,986

　７　利息及び配当金の受取額 　 8,696 19,112

　８　利息の支払額 　 △20,887 △36,066

　９　法人税等の支払額 　 △1,329,007 △2,154,190

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 1,794,740 4,277,841

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

　１　貸付による支出 　 ― △70,000

　２　有形固定資産の取得による支出 　 △362,487 △1,324,545

　３　ソフトウェアの取得による支出 　 △1,640 △4,120

　４　敷金保証金の差入による支出 　 △795,967 △1,770,773

　５　その他 　 △175,353 △257,883

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △1,335,448 △3,427,322

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

　１　長期借入金の返済による支出 　 △827,733 △1,595,066

　２　社債の償還による支出 　 △150,000 △200,000

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △977,733 △1,795,066

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 ― ―

Ⅴ　現金及び現金同等物の減少額 　 △518,441 △944,547

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 3,781,709 3,781,709

Ⅶ　現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 　 3,263,268 2,837,161
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成17年4月１日
至　平成17年9月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年4月１日
至　平成18年9月30日)

前事業年度
(自　平成17年4月１日
至　平成18年3月31日)

１　資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

①子会社株式及び関連会

社株式

　　　　移動平均法による原

価法

　　②その他の有価証券

　　　時価のないもの

　　　　総平均法による原価

法

　　　　　なお、匿名組合出資

金については、組合契

約に規定される決算報

告日に応じて入手可能

な最近の決算書を基礎

とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によ

っております。

(1) 有価証券

①子会社株式及び関連会

社株式

　　　　同左

　

　　②その他の有価証券

　　　時価のないもの

　　　　　同左

(1) 有価証券

①子会社株式及び関連会

社株式

　　　　同左

　

②その他の有価証券

　　時価のないもの

　　　　　同左

　 (2) たな卸資産

　　　商品

　　　　婚礼付帯商品

　　　　　個別法による原

価法

　　　　料飲商品

　　　　　移動平均法によ

る原価法

　　　 　貯蔵品

　　　　 　最終仕入原価法

(2) たな卸資産

　　　商品

　　　　婚礼付帯商品

同左

　

　　　 　料飲商品

         　同左

　

　　　 　貯蔵品

         　同左

　

(2) たな卸資産

　　　商品

　　　　婚礼付帯商品

同左

　　　　

　　　　料飲商品

　　　　　同左

　

　　　　貯蔵品

　　　　　同左

　

２　固定資産の減価償

却の方法

　
　

(1) 有形固定資産

　　　定率法を採用してお

ります。ただし、建物

（建物附属設備を除

く）については定額法

を採用しております。

　　　なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。

建物 ３～41年

構築物 10～45年

その他 ２～10年

　　　また、取得価額10万

円以上20万円未満の少

額減価償却資産につい

ては、３年間均等償却

によっております。

　

(1) 有形固定資産

　　　定率法を採用してお

ります。ただし、建物

（建物附属設備を除

く）については定額法

を採用しております。

　　　なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。

建物 ３～50年

構築物 ７～45年

その他 ２～15年

　　　また、取得価額10万

円以上20万円未満の少

額減価償却資産につい

ては、３年間均等償却

によっております。

　

(1) 有形固定資産

　　　定率法を採用してお

ります。ただし、建物

（建物附属設備を除

く）については定額法

を採用しております。

　　　なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。

建物 ３～41年

構築物 10～45年

その他 ２～15年

　　　また、取得価額10万

円以上20万円未満の少

額減価償却資産につい

ては、３年間均等償却

によっております。
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項目
前中間会計期間

(自　平成17年4月１日
至　平成17年9月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年4月１日
至　平成18年9月30日)

前事業年度
(自　平成17年4月１日
至　平成18年3月31日)

２　固定資産の減価償

却の方法

　

(2) 無形固定資産

　　　定額法によっており

ます。ただし、ソフト

ウェアに関しまして

は、社内における見込

利用可能期間（５年）

による定額法によって

おります。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

　 (3) 長期前払費用

　　　均等償却によってお

ります。

　　　なお、主な償却期間

は２年から20年であり

ます。

　

(3) 長期前払費用

　　　　　同左

(3) 長期前払費用

　　　　　同左

３　引当金の計上基準 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失

に備えるため、回収不能見

込額を計上しております。

　ａ　一般債権

　　　　貸倒実績率法によ

っております。

　ｂ　貸倒懸念債権及び破

産更生債権

　　　　財務内容評価法に

よっております。

　

貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。

貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失

に備えるため、回収不能見

込額を計上しております。

　ａ　一般債権

　　　　貸倒実績率法によ

っております。

　ｂ　貸倒懸念債権及び破

産更生債権

　　　　財務内容評価法に

よっております。

４　リース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

　

同左 同左

５　中間キャッシュ・

フロー計算書（キ

ャッシュ・フロー

計算書）における

資金の範囲

　中間キャッシュ・フロー

計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。

　

――――――――― 　キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び

現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

６　その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本と

なる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によっ

ております。

　

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左
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会計処理の変更

　
前中間会計期間

(自　平成17年4月１日
至　平成17年9月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年4月１日
至　平成18年9月30日)

前事業年度
(自　平成17年4月１日
至　平成18年3月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会　平成14

年8月9日)）及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会　平成15年10月31日　

企業会計基準適用指針第6号）を適用

しております。

　これによる損益に与える影響はあ

りません。

　

　　―――――――――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年8月

9日)） 及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会　平成15年10月31日　企業

会計基準適用指針第6号）を適用して

おります。

　これによる損益に与える影響はあ

りません。

―――――――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

　当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会　平成17年

12月9日　企業会計基準5号)及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」(企業会計

基準委員会　平成17年12月9日　企業

会計基準適用指針第8号)を適用して

おります。

　これにより損益に与える影響はあ

りません。

　従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は12,979,232千円でありま

す。

　なお、中間財務諸表規則の改正に

より、当中間会計期間における中間

財務諸表は、改正後の中間財務諸表

規則により作成をしております。

　

――――――――――――

　

　

表示方法の変更

　
前中間会計期間

(自　平成17年4月１日
至　平成17年9月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年4月１日
至　平成18年9月30日)

（中間貸借対照表）

　前中間会計期間において流動負債の「その他」に含め

て表示しておりました未払金（前中間期末残高511,700千

円）は、負債及び資本の合計額の100分の5を超えたため、

区分掲記することに変更いたしました。

　

――――――――――――――――――――
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

　

前中間会計期間末
(平成17年9月30日)

当中間会計期間末
(平成18年9月30日)

前事業年度末
(平成18年3月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額　　　　　1,077,163千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額　　　　　1,742,443千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額　　　　　1,410,721千円

　 　 　

※２　担保に供している資産ならび

に担保付債務

　　① 担保資産

建物 243,283千円

※２　担保に供している資産ならび

に担保付債務

　　① 担保資産

建物 801,753千円

土地  3,202,099    

※２　担保に供している資産ならび

に担保付債務

　　① 担保資産

建物 244,586千円

　　② 担保付債務

１年以内
返済予定
長期借入金

165,000千円

　　② 担保付債務

短期借入金 4,130,000千円

　　② 担保付債務

１年以内
返済予定
長期借入金

81,250千円

　 　 　

３　関係会社㈱グッドラック・コ

ーポレーションの不動産賃貸借

契約に係る債務保証

　　　　　　　   531,043千円

　

３　関係会社㈱グッドラック・コ

ーポレーションの不動産賃貸借

契約に係る債務保証

　　　　　　　　　 474,649千円

３　関係会社㈱グッドラック・コ

ーポレーションの不動産賃貸借

契約に係る債務保証

　　　　　　　　　　 502,846千円

　

※４　消費税等の取扱い

　　　仮払消費税等と仮受消費税等

は相殺のうえ、その差額を未払

消費税等とし、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。

　

※４　消費税等の取扱い

　　　　　同左

４　 ――――――――――
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（中間損益計算書関係）

　
前中間会計期間

(自　平成17年4月１日
至　平成17年9月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年4月１日
至　平成18年9月30日)

前事業年度
(自　平成17年4月１日
至　平成18年3月31日)

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 10,723千円

匿名組合収益 48,918

受取賃借料 15,239

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 10,991千円

匿名組合収益 151,081

受取賃借料 7,557

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 21,482千円

匿名組合収益 152,731

受取賃貸料 22,019

　 　 　

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 17,997千円

社債利息 442

　

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 21,485千円

　 　

　

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 30,666千円

社債利息 465

　

　３　 ―――――――――― ※３　特別利益のうち主要なもの 　３　 ――――――――――

　 　

　

４　 ――――――――――

　

固定資産売却益 520千円

　

　※４　特別損失のうち主要なもの

リース解約費用 30,678千円

提携店舗閉鎖関

連費用
7,452

本社移転関連費

用
20,848

　 　

　

※４　特別損失のうち主要なもの

リース解約費用 77,076千円

提携店舗閉鎖関

連費用
17,126

　 　

　 固定資産除却損 12,077

　

　

　５　減価償却実施額

有形固定資産 302,207千円

無形固定資産 11,834

　５　減価償却実施額

有形固定資産 351,104千円

無形固定資産 13,422

　５　減価償却実施額

有形固定資産 664,929千円

無形固定資産 23,953

　 　 　

（追加情報）

　当中間会計期間に係る納付税額及

び法人税等調整額は、当期において

予定している特別償却準備金の取崩

しを前提として当中間会計期間に係

る金額を計算しております。

　

（追加情報）

同左

　

――――――――――
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（中間株主資本等変動計算書関係）

　

当中間会計期間（自　平成18年 4月 1日　至　平成18年 9月30日）

　

自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　

　

　

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

　
前中間会計期間

(自　平成17年4月１日
至　平成17年9月30日)

前事業年度
(自　平成17年4月１日
至　平成18年3月31日)

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成17年9月30日現在）

現金及び預金勘定 3,303,285千円

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金

△40,017

現金及び現金同等物 3,263,268

　

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成18年3月31日現在）

現金及び預金勘定 2,877,181千円

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金

△40,019

現金及び現金同等物 2,837,161
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リース取引関係

　

　　ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

　

　

　

有価証券関係

　

前中間会計期間末（平成17年 9月30日）

　時価評価されていない主な有価証券

内容
中間貸借対照表計上額

（千円）

（１）子会社株式及び関連会社株式

（２）その他の有価証券

　　　　匿名組合出資金

　　　　　　　　　35,000

 

  　　　　　　　 463,648

　

当中間会計期間末（平成18年 9月30日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

前事業年度末（平成18年 3月31日）

内容
中間貸借対照表計上額

（千円）

（１）子会社株式及び関連会社株式

（２）その他の有価証券

　　　　匿名組合出資金

　　　　非上場株式

　　　　　　　　  91,100　　

　　　

              　 758,878

　　　　　　　　　24,000
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デリバティブ取引関係

　

前中間会計期間末（平成17年 9月30日）

当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

　

当中間会計期間末（平成18年 9月30日）

当社は、当中間会計期間から中間連結財務諸表を作成しているため、「デリバティブ」に関する注記に

つきましては、中間連結財務諸表における注記事項として記載しております。

　

前事業年度末（平成18年 3月31日）

当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

　

　

　

　

持分法投資損益

　

前中間会計期間（自 平成17年 4月 1日　至 平成17年 9月30日）

　利益基準及び剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため記載を省略しております。

　

当中間会計期間（自 平成18年 4月 1日　至 平成18年 9月30日）

　当社は、当中間会計期間から中間連結財務諸表を作成しているため、「持分法損益等」に関する注記に

ついては記載しておりません。

　

前事業年度（自 平成17年 4月 1日　至 平成18年 3月31日）

　利益基準及び剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため記載を省略しております。
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１株当たり情報

　
前中間会計期間

(自　平成17年4月１日
至　平成17年9月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年4月１日
至　平成18年9月30日)

前事業年度
(自　平成17年4月１日
至　平成18年3月31日)

１株当たり純資産額 14,330.78円 １株当たり純資産額 17,959.36円 １株当たり純資産額 16,418.32円

１株当たり中間純利益 1,933.34円 １株当たり中間純利益 2,041.05円 １株当たり当期純利益 4,020.88円

　
潜在株式調整後１株当
たり中間純利益

1,910.67円

　
当社は、平成16年11月19日付で株

式１株につき10株の株式分割を行っ
ております。当該株式分割が前期首
に行われたと仮定した場合の前中間
会計期間における１株当たり情報に
ついては以下のとおりとなります。
　

前中間会計期間

１株当たり
純資産額

10,667.64円

１株当たり
中間純利益

1,106.78円

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益

1,091.39円

　
潜在株式調整後１株当
たり中間純利益

2,016.94円

　

　
潜在株式調整後１株当
たり当期純利益

3,973.26円

　

　

(注)　１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎

項目
前中間会計期間

(自 平成17年4月１日
至 平成17年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年4月１日
至 平成18年9月30日)

前事業年度
(自 平成17年4月１日
至 平成18年3月31日)

中間損益計算書上の中間（当期）純利益
（千円）

1,397,227 1,475,065 2,905,890

普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円）

1,397,227 1,475,065 2,905,890

普通株式に帰属しない金額の主要な内訳
（千円）

― ― ―

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― ―

普通株式の期中平均株式数（株） 722,700 722,700 722,700

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）
純利益の算定に用いられた中間（当期）
純利益調整額の主要な内訳
（千円）

― ― ―

中間(当期)純利益調整額（千円） ― ― ―

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）
純利益の算定に用いられた普通株式増加
数の主要な内訳（株）
　新株予約権

　

　
　

8,575

　

　
　

8,639

　

　
　

8,661

普通株式増加数（株） 8,575 8,639 8,661

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり中間（当期）純利益の算
定に含まれなかった潜在株式の概要

― ― ―
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重要な後発事象

　

前中間会計期間（自 平成17年 4月 1日　至 平成17年 9月30日）

　該当事項はありません。

　

当中間会計期間（自 平成18年 4月 1日　至 平成18年 9月30日）

　該当事項はありません。

　

前事業年度（自 平成17年 4月 1日　至 平成18年 3月31日）

　該当事項はありません。
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受注及び販売の状況

　

(1) 受注実績

当中間期の受注実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：組数）

区　　　分 受注組数 前年同期比(％) 受注組残高 前年同期比(％)

レストラン提携型ハウスウェディング 528 88.7 476 92.1

直営店型ハウスウェディング 5,997 142.9 6,031 132.2

その他 94 200.0 3 300.0

合　　　計 6,619 136.8 6,510 128.1

(注)　その他は、一般宴会等に係るものであります。

　

(2) 販売実績

当中間期の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

　　　　（単位：千円）

区　　　　　分 金　　　額 前年同期比(％)

レストラン提携型ハウスウェディング 1,280,670 111.4

直営店型ハウスウェディング 17,445,746 127.8

その他 927,056 182.9

合　　　　　計 19,653,473 128.4

(注)　1.　金額には、消費税等は含まれておりません。

2.　その他は、一般宴会等に係るものであります。
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